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Summary 

International Convention for the Safety of Life at Sea 1983 requires the cold 

resistance test for. immersion suits by using human subjects in the cold water and 

the oil fire test for actual fire -protected lifeboats in the pool on the water surface. 

But the tests might be dangerous to be done under these severe surroundings, and 

may cause environmental pollution. Accordingly, the results have to be evaluated in a 

small number of tests, and must be unreliable. 

To begin with, general simulation methods of assesing heat and cold resistance of 

life -saving appliances are proposed, where technical parameters obtained from the 

simple tests such as model tank tests are considered. 

Subsequently, assesing methods of thermal protective qualities of immersion suits 

and fire resistance of fire -protected lifeboat are proposed in great detail through a 

series of experiments and its analysis. 

The main results are summarized as follows: 

1) Simulation methods of assessing heat and cold resistance are proposed for life・ 

saving appliances. 

2) Spectral absorption coefficient of liquid water and absorptance of sprayed water 

were measured to know the effectiveness of sprayed water over the external surface 

of lifeboat in a fire. 

3) Four kinds of fire tests were conducted in the pool for the actual lifeboat. 

The measured temperatures of inside surface of boat and inboard air were in 

good agreement with the temperatures calculated from the simulation model of heat 

flow into lifeboat. 

4) Simulation method to evaluate fire resistance of lifeboat was proposed without 

conducting fire test for actual lifeboat. 

5) Thermal manikin was developed for measuring thermal resistane of immersion 

suits. 

6) Seventy -six tests by twenty -one human subjects clad in immersion suits were 

conducted to investigate allowed -time of subjects in the cold water. 

7) Thermal resistances of twelve immersion suits were measured with manikin, and 

correlated with allowed time of subjects in the cold water. 

8) Alternative manikin method to evaluate thermal protective qualities of immersion 

suits was proposed without conducting cold・ proof test by human subjects. 
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Tl 

tp 

V 

：空気の比熱， Cp＝板の比熱， Cw＝水の比熱

：水槽の中心よりふく射熱計測位置までの距離

：スプレイ散水域の長さ，図ー 8

：重力加速度

：水から板の外表面への熱伝達率＝Qw/(Tm-

Te) 

：板の内表面から内部の空気への熱伝達率＝qI

I (Ti -T砂
：入射エネルギー

：厚さいの水膜を透過後のエネルギー＝I。・

exp(-a ・ lw), It'＝厚さ 1w1の水膜を透過

後のエネルギー

：板の温度伝導率

・・ガラスの厚さ

：火災海面中心よりの，救命梃の走行距離

:水膜厚さ

：スプレイの水流相当水膜厚さ＝示．ds/Vs, 

図ー 8

：ノズルの数

:水滴の数

：水圧

：内部空気の換気量

：ふく射と熱伝達による板の外表面への伝熱量

=It+Qw,%＝熱伝達による伝熱量

：板の内表面から内部空気への伝熱量

：単位長さ当たりの流量

：降水量，示＝平均降水量

：流鼠

：火災海面の半径， Re,max＝火災海面の最大半

径

：液膜レイノルズ数＝qlI V 
：板の伝熱面積

：板の温度

：経過時間， tl＝火災発生後の経過時間

：内部気温

：外気温度

：板の外表面温度

：火災温度

：板の内表面温度

：下流の水温， Tu＝上流の水温， Tm＝流水の

平均温度，（12)式

：板の厚さ

：内部の空気容積
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：海面流出油中の燃焼油量， Vc, max＝全流出油

量

：水滴の降下速度

：板の外表面（或はスプレイの中心）から原さ

方向の距離

：水のエネルギー吸収係数＝ー (lnr)/lw,或い

は (15)式

：ガラスの吸収係数

:空気の比重量， yp＝板の比重量， Yw＝水の比

重鼠

:ふく射エネルギーの波長

．．板の熱伝導率

:水の動粘性係数

：空気とガラス間の反射来

：水とガラス間の反射辛

．．水のエネルギー透過率＝It/I。，或は(4)'

(14)式

：一直線上にある n個のノズルの内の i番目の

ノズルの透過率

:総括吸収率＝I。/[4.88: (T£+273)/100円

di :重ね数 i番目の衣類の厚さ

F :肥痩嘩表ー12

HB :放熱速度＝Mc-M。― S

Hb :身長

M。 ：実験直前の代謝産熱凰， Mc＝実験中の平均

代謝産熱量

N :マネキンの熱的区分の数，或は衣類，スーツ

等の重ね衣数

Q :単位時間当たりの全発熱量， Qi＝マネキンの

部位 iの発熱量

R :スーツの熱抵抗＝（Ts-T叫／ （Q/S)，或は

(20)式

―△R ：内部浸水によるスーツの熱抵抗減少量

Raぃ ：重ね衣数(i- 1)番目と i番目との間にある

空気の熱抵抗

Rf ：スーツ足部の熱抵抗， Rh＝スーツ手部の熱抵

抗

Ri :．スーツの部位 iの熱抵抗＝（Ts,i - T w) / (Q, 

/S1) 

R町 i :重ね衣数 i番目の衣類の熱抵抗

Rw ：スーツの外表面と外部流体間の熱抵抗

s :マネキンの表面積，或は被験者の蓄熱速度
Sb ：被験者の体表面積

Si ：マネキンの部位 iの表面積
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t ・．経過時間

Tc :直腸温，ー△Tc＝直腸の降下温

Tf ：足部の皮膚温，ー△Tf＝足部の皮膚降下温

Tf,。 ：足部の初期皮膚温

宜 ：手部の皮膚温，ー△Th＝手部の皮膚降下温

Th,。 ：手部の初期皮膚温

t l ：水中許容時間， tl, C＝直腸温の水中許容時間，

tぃf＝足部皮膚温の水中許容時間，

tぃ＝手部皮膚温の水中許容時間

Ts ：平均皮膚温，ー△Ts＝平均皮膚降下温

Ts,。 ：初期の平均皮膚温

Ts, i ・．マネキンの部位 iの表面温度

Tw :外部の流体温度

w :スーツ内部への浸水量

Wb :体菫

乙 ：第主成分軸

Zz ：第―〗-主成分軸

入曰 ：重ね衣数 i番目の衣類材料の熱伝導率

1. 緒 言

1912年のタイタニノク号の事故（氷山に衝突・沈没

のため， 1,505名の人命が失われた事故）のように大

きな海難事故が発生すると，事故原因ならびに脱出・

救助状況が調査され，船舶の救命設備の積付．性能要

件は改善されてきた。しかし，その改善は，救命設備

そのものの静水中の浮遊性や復原性に主眼が置かれ，

それが使用される環境条件や，他の救命・救助設備等

との関連性に対しての考虚はあまりされなかった。近

年，船舶の数，及び種類の増加に伴い，海難事故も増

加し，その形態も多様化してきた。それに対処し，救

命設備の積付．性能要件を求めるため， 1976年以来，

「海難審判庁裁決録」等の海難事故報告書l)~6) を資料と

し，事故発生から救助依頼，脱出，救命具の使用，他

船等による救出までの一連のフローを，各種の救命設

備等の要素から構成される救命システムとして考察し，

海難データベースの構築とその抽出・解析方法につい

て調査・検討を実施してきた］

「海上における人命の安全のための国際安全条約」の

1983年改正8) （以下， SOLAS条約という）第III章（救

命設備）は，前記主旨に沿った戦後最大の改正で，荒

海火災海面，寒冷海域などの環境下で使用される新

型式の救命設備の積付け，或は，その性能要件が強化

された。

そのため，救命設備の計画と設計には，その性能評

(395) 
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価基準を必要とする。荒海の環境下における，救命梃

9)10)や膨脹式救命いかだ11)-14)等の救命設備の性能に

関する研究は数多くされているため，本研究では，火

災・冷海水等の高・低温から乗船者を防護するため使

用される救命設備の耐熱・耐寒性能の要件とその評価

法を検討した。

表ー 1に日本周辺海域での船舶海難により発生した

海面火災の主なものを示す。 1962年11月京浜運河で，

第一宗像丸とタラルド・プロビーグが衝突し，約800

klのガソリンが海面に流出し，付近航海中の機帆船の

火気により引火し，大規模な海面火災が発生し，乗船

者36人全員が死亡した。 1974年11月の第10雄洋丸と，

パシフィック・アレスの衝突による火災においても多

くの犠牲者がでた。第10雄洋丸は，火を噴きながら漂

流し，一時は沿岸の油タンク等の諸施設に重大な損害

を与えかねない状態に陥ったため，外洋に引き出され，

事件発生19日後，海上自衛隊により撃沈され，鎮火し

た。これらの事例でも明らかなように，衝突等により

海面火災が発生すると，その規模は大きく，消火困難

となり， 多くの人命が失われる場合が多い。そのため，

タンカー衝突時に発生する海面火災規模の推定と火災

海面からの脱出対策について検討し，その有効性を評

価する方法を確立する必要がある。

表ー 2に漁船からの海中転落による人命の喪失を示

非
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涵難＂ 海中転落

年 死亡（人） 死亡（人） 発生数（人） 死亡率（％）

4 9 I I 4 4 3 5 I 8 4 3 

5 0 5 8 4 4 4 7 9 3 6 

5 I 5 4 4 7 5 5 8 5. 5 

5 2 6 5 2 4 2 7 8 8. 9 

5 3 7 9 3 9 4 0 9 7 5 

5 4 9 6 3 2 3 6 8 8 9 

5 5 2 6 3 4 4 0 8 5 0 

5 6 6 9 2 9 3 3 8 7 9 

5 7 6 7 3 8 4 5 8 4 4 

5 8 2 7 4 9 5 9 8 3 I 

5 9 I 8 3 0 3 5 8 5 7 

計 6 7 3 4 0 9 4 6 8 8 7 4 

（第一管区海上保安本部による北海道周辺の漁船涵難資料）

注l)漁船海難に伴う死亡・行方不明者で海中転落による者を含まない。

(396) 



41 

表ー 3 海中転落の発生状況

調査項目 状況等 発生数（人） 発生率（％）

涵域 寒冷 224 (563) 39.8 

月 11月～4月 236 (539) 3ヽ.8

時間 夜間 142 (551) 25.8 

気象 荒天 175 (519) 33.7 

転落前の状況 漁労作業中 425 (453) 93.8 

救命衣の着用 着用 57 (529) 10.8 

（船員災害防止協会による、漁船海中転落目撃者のアンケート調査資料）

注）（）内の数字は海中転落発生総数

す。北海道周辺では，毎年平均40人以上の漁船乗組員

が海中転落事故を起こし，そのうち90％近くの人が死

亡している。表ー 3は，海中転落の発生状況を示した

もので，救命衣を着用せず，漁労作業中に，多くの事

故が発生していることを示している。昭和57年 1月の，

ベーリング海で操業中の底引き網漁船第28あけぼの丸

の転覆・沈没事故15)，並びに昭和60年 2月から 4月に

かけ頻発した，第16琴島丸，第52惣宝丸，第71日東丸

等の漁船の転覆沈没事故16)により，多くの乗組員の

人命を冷海水中で喪失した。従って，海中転落時にも

有効な安全作業衣の開発とその保温性評価法を確立す

る必要がある。

SOLAS条約で，冷海水中で有効なイマーション・

スーツの積付けと，火災海面を突破できる耐火救命艇

の耐熱性向上の要件が規定され，イマーション・スー

ツに対しては，その着用者の冷海水中での耐寒試験，

耐火救命艇に対しては，水槽での油面火災試験の実施

が強制されるようになった。前者は被験者，後者は実

物の救命設備で，いずれも実環境下の試験を実施する

よう要求している。しかし，これらの試験は，危険で，

社会的にも問題があり，更に，これらの試験結果より，

信頼性のあるデータを得るには，試験の回数，時間，

経費が増大し，実施困難な場合が多い。

本研究では，まず，実海域中での救命設備の耐熱・

耐寒性能を模型と水槽等による試験で得られる技術パ

ラメータを用い， シミュレーションにより評価する方

法について考察し，次に，救命設備の中から最も使用

頻度の多い救命艇と新しく積付けが義務付けられたイ

マーション・スーツを選び，それぞれが，海面火災，

冷海水の環境条件下で使用される場合の性能を模型等

による試験とシミュレーションで評価する方法を確立

した。

2.救命設備の耐熱・耐寒性能評価法の再検討

SOLAS条約で耐火救命梃の性能要件が改正され，

更に，イマーション・スーツ等の新型式救命設備 17¥18¥

19)が，船舶積載対象物件になり，その性能要件が規定

されたが， これらの評価試験方法において次の問題点

がある。即ち， i)耐火救命艇の耐熱性の評価におい

ては，実梃を油面火災の中に入れ， ii) イマーション

・スーツの耐寒性試験においては イマ ンョン・ス

ーツを着用した数人の被験者を冷水中に入れ，試験す

るよう要求している。

しかし，このような実規模の試験を，新規の製品に

対する性能試験のたびに実施することは，次の理由で

適切でない。

a) 危険性

i) 大規模な油面火災試験は，危険であるばかり

でなく，試験中に発生する煙や，油水の処理

等，公害対策面においても問題がある。

II) 被験者による，冷水中の長時間にわたる耐寒

試験は，危険であるばかりでなく，直腸温の

測定等，道義的にも問題がある。

b) 試験データの信頼性

i) 屋外での油面火災試験においては，風の影褥

で火災の大ぎさ，形状が変動20)し， ・定の火

災条件を作ることは困難である。

II) 被験者の耐寒特性は、個体笙，民族，性別，

生活環境，試験前の調整状態，試験実施時の

周辺条件等により異なる21)-23)。従って，適

当に選んだ数人の被験者にイマーション・ス

ーツを着用させ，耐寒性試験を実施しても，

イマーション・スーツそのものの保温性を正

しく評価したことにならない。

(397) 
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c) 実施Kの制約

i) 火災試験実施場所の選定において，付近の住

民，消防関係者の協力を得る必要がある。

II) 被験者・医師の全面的協力を得る必要がある。

2.1 救命艇の耐熱性能

耐火救命梃は．不慮の事故で船舶の周辺の海上に油

が流出し，火災が発生した場合でも．乗船者を安全海

域に脱出させるため，艇外表面を効果的に冷却する散

水装置と，躯内の乗船者の呼吸及びエンジンの運転に

必要な新鮮空気を供給できる設備を持ち．その梃体は．

強度．難燃性，及び断熱性を必要とする。

著者等は， 1960年SOLAS条約の耐火救命艇に関す

る勧告，並びに第一宗像丸の海難を契機として． 1962

年より耐火救命艇の研究を開始24)25)し， 鋼製耐火救

命梃の散水実験，油面上での 2種類の火災実験等によ

り，耐火救命梃の具備すべき条件とその性能要件を検

討し． 1966年その成果25)を国際海事機関（以下，IMO

という）に報告した。その後， FRP製耐火救命梃の

普及に伴い． 1968年，日本舶用機器開発協会がFRP

製耐火救命艇の火災試験26)を実施し，これに協力し．

艇体の全外表面を散水により十分冷却すれば． FRP

製であっても耐火，断熱性を保持しうることが実証さ

れた。更に．本船脱出時におけるボートデッキと降下

中の梃の．火災からの防護対策について検討した27)。

1974年の東京湾入口で発生した．第10雄洋丸とパシ

フィックアレス号の事故を契機とし．国内で外国船用

に製造されていたFRP製耐火救命艇を． H本国籍船

に対しても搭載したいという気運が高まり， 1976年6

月，模型艇を用い，日本船舶品質管理協会と共同でそ

の散水冷却条件等を変えて 4回の火災試験を実施し，

ふく射熱と梃内への伝熱について考察し．梃体の全外

表面が—•定の厚さ以上の水膜で覆われていれば，実梃

の火災試験は不要であるとした28)-30)。これを受けて，

1979年4月．耐火救命梃の積付け並びに性能要件に関

する設備規則の改正が行われた。即ち．耐火救命梃艇

体材料に対して．小片の難燃性試験と FRPパネルの

加熱試験が，実梃に対しては．艇走行時におけるヒー

ル， トリムを考虚した舟廷｛頃斜時の散水試験と． イーブ

ン・キールの状態における梃体外表面卜の水膜原さ分

布の計測が課せられ，これをもって．実艇の実火災試

験の代杯試験とした。

この研究成果29)並びに．試験方法は， 1980年 IMO

にH本政府案として提案され．討議の後，全面的に受

け入れられた。しかし．昭和51年の模刑艇による火災

(398) 

試験は，実艇によるものでないこと，更に，その後S

OLAS条約の，梃が完全に火災で包まれている火災

時間の要件が， 5分より 8分間に延長されたこともあ

り，再試験の必要が生じ，日本造船研究協会に協力し，

FRP製の実梃を用い，火災時間も延長し，散水量等

を変えて 4回の火災試験を実施し31)32)，その解析と伝

熱シミュレーション法も改善した。

このように耐火救命艇の火災試験については， 1966

年と1980年に IMOヘレポートを提出し，提案どおり

「油火災試験を散水試験で代替してもよい」との同意

が各国より得られ，内外の規則に採り入れられたこと

もあったが，新SOLAS条約では，実艇による火災試

験と散水試験の両方を実施するよう決められている。

しかし，条約には，艇内の気温やガス濃度に関する乗

船者の許容値，最小水膜厚さ（条約には，日本政府案

どおり，散水試験時水膜厚さを計測するよう要求され

ている。）等に関する規定はない。従って，改めて耐火

救命艇の火災試験の方法とその評価方法について再考

する必要がある。

2.2 イマーション・スーツの耐寒性能

イマーション・スーツは，ノルウェー等の北欧諸国，

米国等において開発されたもので， 日本では新SOL

AS条約の制定と，第28あけぼの丸の事故に鑑み，そ

の開発と性能評価の研究が始まった。 1982年，当時市

販の外国製イマーション・スーツを使用し，船舶技術

研究所の氷海船舶試験水槽で，初験者による耐寒試験

が実施され33)，有効なイマーション・スーツ開発の必

要性と被験者により試験することの問題点が提起され

た。

そのため，国内で開発されたイマーション・スーツ

の性能を，被験者でなくダミーで評価するための研究

を，日本造船研究協会と共同で開始した34)35)。即ち，

保温性の異なる数種のイマーション・スーツにつき，

サーマル・マネキンによる保温性試験と被験者による

水中許容限度時間を求める試験を実施し，その相関を

求めておけば，今後，新規のイマーション・スーツを

着用した人の水中許容限度時間はマネキンによる保温

性試験のみで推定可能になる。

この成果36)は国内で， 「イマーション・スーツの性

能試験基準（案）」として採り入れられ37)，新規のイマ

ーション・スーツの性能試験時に，サーマル・マネキ

ンによる保温性試験が実施されている。

2.3 救命設備の耐熱・耐寒性能

このように， SOLAS条約で決められている耐火救



命艇とイマーション・スーツの耐熱・耐寒性能評価試

験法は試験実施上の制約から試験データの信頻性に欠

ける。本報告では，過去の研究の経緯を踏まえて，

SOLAS条約で決められている救命設備の耐熱・耐寒

性能評価法についてその実施上の問題点を論じ，その

代替法を確立した。その場合，火災，冷海水等の環境

条件での救命設備の性能を理論的に評価することは，

これらの条件が複雑で，解析が困難ゆえ，危急時の船

舶からの脱出システムの評価に関する研究38)の手法等

を参考にして， シミュレーションによる性能評価法を

採用した。

新型式の救命設備の耐熱・耐寒性能評価法を確立す

るには、まず，実物と模型等との関係，並びに環境条

件等を定式化した数学モデルを作成し，次に，実規模

の環境条件と使用条件を考感し，実物の標準試験品に

対する基礎試験と，模型等による簡易な代替試験を実

施する。最後に両試験結果より，実際の使用，環境条

件下における救命設備の性能を推定するための伝達関

数と技術パラメータを求め， シミュレーション法を確

立する。

性能評価法が確立された以後においては，シミュレ

ーション計算のみで試験品の性能を評価できることが

望ましいが，試験品の型式が変わると，その物性，特

性等も異なるため，一般に，試験品の模型または材料

等による簡易な，代替試験を必要とする。そして代替

試験で得られた技術パラメータを入力して， シミュレ

ーション計算を行い，その性能を評価する。本方法を．
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海面火災中における救命艇の耐熱性能評価法と，冷海

水中におけるイマーション・スーツの耐寒性能評価法

に適用し，以下の章において詳述する。

3.海面火災中における救命艇の耐熱性能評価法

3. 1 性能評価の目的

SOLAS条約は，海面上の耐火救命艇は，油火災に

包まれても乗船者を防護できることを確認するため，

実艇の火災試験と散水試験を実施するよう求めている。

火災試験においては，救命艇の最大水平投影面積の

5倍以上の面積の水槽に，艇を火災で8分間完全に包

むに必要な量の灯油を散布し，これに着火し，艇体と

艇内空気の温度，及び艇内空気のガス組成を計測する。

散水試験においては，イーブンキールの状態で散水

量と外表面の水膜厚さを計測し，更に，救命艇が前後，

左右に 5度傾斜しても，その全外表面が水膜にて覆わ

れていることを確認する。

このように，条約には試験方法は決められているが，

必要な散水量或は水膜原さ，及び艇体或は艇内の許容

温度等の規定がなく，各国の主官庁の判断に任せられ

ている。条約で規定する火災時間は，救命艇が火災海

面上に降下し，そこを突破するに要する時間として規

定されたものである。しかるに，試験用の油水槽面積

は，実際の火災海面と比較したとぎ極度に小さく，艇

体への熱負荷も少ない。また， このような小水槽での

火災試験では、過去の試験例25)26)29)31)からも明らか

なように，艇体が火災で完全に包まれる試験条件に遭

3尺
| 3. ｀比―の閏＇、と~-----------U:_Ll＿シミュレーーシ●ン

1実験履頃
D冥紺面火災履復

水 実

火災冥
紀号説明
一吟研究のフロー
→技術パラメークの入力
ー→結累の比佼

算用数字

本綸文の見出し記号

3.5評“l:.結論
図ー 1 救命梃の耐熱性能評価法確立のための研究手順
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遇することはまれで，火炎は傾き，水面上の油は片側

に吹き寄せられ，再現性・信頼性のあるデータを得る

ことは困難である。従って，条約に代わる，海面火災

中における救命艇の耐熱性能の代替評価法を確立する

ため，図ー 1の手順に従い，次のとおり本研究を実施

した。

即ち，火災海面からの脱出・救助の事例と条約等諸

規則を調査検討し，海面火災の規模と救命艇が受ける

熱負荷を想定し，外表面を水膜で覆われた艇体および

艇内への伝熱量を求める数学モデルを設定し，次にモ

デルの妥当性とシミュレーション実行上必要な技術パ

ラメータを求めるため，次の 4種類の実験が実施され．

その結果を検討した。

① 水のふく射熱遮断実験においては，救命梃の外

表面を防護するスプレイ或は水膜の有効性を調べるた

め，散水量，ノズルの数，水膜厚さを変え，ふく射熱

吸収係数を求めた。

② 水膜で覆われた梃体材料の耐熱・伝熱実験にお

いては，加熱された鉛直外板表面上を流下する散水量

と，水膜厚さ，水膜の破断状況，板の損傷状況，伝熱

拭との関係より，数学モデルの妥当性とシミュレー

ションに必要な技術パラメータを検討した。

③ 実躯の散水実験においては，全外表面上の散水

状況と水膜厚さの分布より，シミュレーションに必要

なデータを求めた。

④ 実梃の油面火災実験においては，散水量と艇体

および艇内の温度上昇との関係より，水膜で覆われた

艇体材料の耐熱・伝熱実験の結果，及び油面火災実験

規模のシミュレーション I の計算結果と比較検ふl• [． 

技術パラメータを再検討した。

これ等の実験結果より，各種の技術パラメータを総

合的に決定し，海面火災規模のシミュレーション IIを
実行した。最後に，性能試験の評価法を具体的に提案

し，本章の結論とした。

3.2 モデル

3. 2. 1 数学モデルの設定

我が国の周辺海域で発生した最大規模の海面火災は，

表ー 1に示す， 1966年11月の銀光丸とテキサダ号との

衝突によるもので，原油約 4,000屈が流出し， 1 kmに

わたり火の海となった。なお，日本近辺での火災を伴

わない，船舶による， 500 kl以上の海上への大量流出

油の事例は，昭和48年以降， 9件ある。日本海難防止

協会は，大型タンカーの衝突による油流出量と船の長

さの関係を統計的に処理し，仮想した最大規模 (50万

重量トン）タンカーの油流出量は， 20,000klであると

報告39)している。
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図ー 2 海面火災規模の想定
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1967年3月，英国沿岸でトリーキャニオン号の座礁

による油流出事故が発生し，この種の事故対策確立の

ための研究が実施された。その報告書40)によると，沸

点 300℃以下の軽質分を40％含む原油20,000ktが海面

に流出直後に油火災が発生した場合，火災半径Reは，

流出後約 3分で最大半径 Rい max=990mに達し， その

後も約 3分間， Re,maxを維持する。図ー 2に火災発生

後の経過時間tlとRe, 及び救命艇が6ノットの速力で，

火災発生 1分後前記の火災円の中心より外に脱出する

場合における， tlと救命艇の火災の中心からの距離Is

の関係を示す。 (ls-Rりは火災海面脱出後の艇と火

災海面との距離であり， 8分後に約550mとなり， こ

の距離では，艇は殆どふく射熱の影響を受けなくなる。

従って， SOLAS条約の，梃体が火災で完全に包まれ

ている火災時間， 8分間の要件は妥当である。

3.2.2 シミュレーション

図ー 3に，火災によるふく射エネルギーが水膜を透
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図ー 3 火災時の艇体伝熱モデル

過し，艇体と艇内空気の温度を上昇させる伝熱モデル

を示す。艇体の温度は，温度伝導率知の板の厚さ方向

xの一次元非定常基礎方程式 (1) より求められる。

但し， （2)式のとおり，時間 t=Oにおいて，艇体

温度T及び梃内温度 Taは初期の外気温度 T。に等しい

ものとする。

aT a2T 
_::___:_ = k 
a t pax2 

t = 0にて
T=Ta=T。.．．．．．．．．．．．．．．．．．（ 2)

流下水膜表面へのふく射エネルギー I。(kcal/m 2h℃) 

は燃焼ガス温度を Tf（℃） ど」るど近似的： ： （:))式て

.................. (1) 
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示される41)42)。

Io=4.88r} HT£+273)/lOOf4...... (3) 

但し， ¢は総括吸収率で，ガスふく射率，形態係数，

受熱面ふく射率等の関数である。

I。の入射エネルギーが厚さ lw,吸収係数 aの水膜を

通過するとき，透過率て，透過後のエネルギー Lは
(4)式43)で，艇体外表面 x=Oにおける単位時間単

位面積当たりの伝熱量 q叶よ，厚さしの水膜を透過した

ふく射熱Itと，水膜との熱伝達による伝熱量qWの和で；

(5), (6) 式にて示される。

r=It/I 。 =exp(-a•l\、)．．．．.．．．．．.．（ 4)

x=O にて

aT 
Qe = It + Qw = -k 

p ax 
............ (5) 

qw=he (Tm-Te) •••••••••••• (6) 

但し， he：水膜から外表面への熱伝達率， Tm :水

膜の平均温度， Te :板の外表面温度

板の内表面 x=tpから艇内への単位時間単位面積当

たりの伝熱量 q1は，板の内表面温度を Ti，艇内空気温

度を Ta, 内表面から艇内空気への熱伝達率を hi とす

ると， （7) 式で示される。

x= tp にて

Qi= hi (Ti -Ta)........................... (7) 

艇内空気温度に関しては，伝熱面積を S,艇内空気

容積をV, エンジン吸気量をQa,空気の比重量をYa,

比熱を Caとすると (8) 式で示される。

但し，エンジン本体からの発生熱による艇内空気の

温度上昇は少なく 25)，乗員による艇内への放熱量は，

艇内気温が体温と同等以上になると無視できるので，

いずれも考應していない。

aTa 

at 
=S・Qi/(Ca.Ya. V)+Qa (To-Ta)/V 

............ (8) 

滑らかな鉛直面上を流下する水膜厚さ 1wは，層流の

場合 Nusselt44)の理論式 (9) で，液膜レイノルズ数

Re>400の場合 Brauer45)の実験式 (10)で示される。

層流のとき

lw=(3v2/g)l/3 • Reli3............ (9) 

Re>400のとき

lw=0.302 (3v2/g)113 • R/115 •••••·•••••· (10) 

但し， Reは単位長さ当たりの流量 qlと動粘性係数 1,1

との比で示される。 LI (m勺s) は（11),(12)式より得

られる流下水膜の平均水温 Tm(°C)をKestin46)の実

験式 (13) に代入して求められる。

(401) 
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T1与 S(I o-1 t) / (Cw • Yw • Qw) +Tu …… (11) 
Tm=(Tu+Ti)/2.................. (12) 

v =2.414X10―5 x 10 { 247.8/(273+Tml-J40 I •.,., • (13) 

但し，心は流量， Tuは流下水の上流， T1は下流に

おける水温である。 （1)式は Crank-Nicolsonによ

る数値解法47)を用いて計算する。

3.3 実験

前節で設定したシミュレーションの妥当性と，計算

に使用する諸係数の値を知るため，次の各種実験を実

施した。

3. 3. 1 基礎実験

(1) 水のふく射熱遮断実験

梃体を火災より防護するには．ノズルからの散水を

艇体の上部に当て，表面上を流下する水膜でふく射熱

を吸収させる方式が一般的である。本方式は，スプレ

イやウォーターカーテンで艇体を防護する方式に比べ，

艇の走行，火災時に発生する風により散水が飛散する

こともなく，流下水は，上方から下方まで，効率よく

利用される。但し，舷側下部や艇首尾の外板は艇体中

心側に傾斜しているため，上部からの流水は剥離し，

Source 

図ー 4 スペクトル吸収率測定装演

400 

s訟
3 

一且200g 

2.0 2.5 3.0 

その表面を水膜で覆うことは困難である。しかし，そ

の前方は降雨状態にあり，艇体はスプレイにより防護

されている。傘型ノズル直下の艇体も散水で濡れるこ

とはないが，スプレイで防護されている。このように，

艇体外表面は，水膜かスプレイで，ふく射熱より防護

されている。これ等の効果を定量的に求めるため，水

膜とスプレイによる実験を実施した。

a)水膜のふく射熱遮断実験

約 1,000℃の海面油火災を想定したとき，波長入が

l.8~4.6μmの間に火災の全放射エネルギーの約60%

が含まれる。そこで，図ー4に示すスペクトル吸収率

測定装讃を用い，この波長域内で水の吸収スペクトル

を計測した。熱源には，制御装置， ファン付の赤外域

のニクロムヒータ（約1,000℃)を， 回折格子には格

子間隔が300本／mmのものを用いた。海水と清水のスペ

クトル吸収率は殆ど同じであるので，試験には蒸留水

を用い， これを原さ0.05~1mmまで可変の液体セル

(KRS-5)に封入し，光源と分光計との間に設謹し，

セル通過後のエネルギーを検知・増幅し，図ー5に示

す水のスペクトル透過度を求めた。水が封入されてい

ない場合においても，波長が2.7μmと4.25μm近辺の

波長域で吸収帯が認められる。これは大気中の水蒸気

と二酸化炭素によるものである。水が封入された場合，

波長が2.7~3.4μmの間では，実験時の最小水膜厚さ

0.05mmにおいても殆ど全エネルギーが吸収されるが，

その前後の波長域では，水膜の厚さが増加するに従い，

透過エネルギーは減少する。

I。の入射エネルギーが，厚さl、v, 吸収係数 aの水膜
を透過後のエネルギーがLのとき，透過率ては，（ 4)

式で，水がガラスで挟まれたセル構造の場合の透過率

3.5 4.0 4.5 
入(μm)

図ー 5 水のスペクトル透過度

(402) 
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は (14)式で表される。

て＝It/I。=（1一←）2.(1-む） 2•exp(-2aR•lR-a•

l砂．．．．．．．．．．．．（14)

但し，叫；空気とガラス間の反射率

叫；水とガラス間の反射率

gg ；ガラスの吸収係数

lg ；ガラスの厚さ

水膜の厚さがlw,liのときの透過エネルギーを It,

It I とすると (14)式より，ガラスの項は消去され，

水の吸収係数は (15)式で表される。

a =In Ot/lt')/(lw'-lw)............ (15) 

波長が変化した場合の吸収係数 aを，図ー 5の値よ

り (15)式を用いて計算し，図ー6に示した。実線は

aを入の 3次式で近似した値である。入が0.7~2.5 

μmの波長域での aは Curcio48)や Palmer49)等により

求められており，本実験結果とよく—ガ致している。

20 

15 

E
E
 

l, 

゜2.0 

2 3 
O=A+BA+C入＋D入

入 A 8 C D 
1.9-2.65 1288 -1534 597.4ー75.45

35～心 11905-8816 2170 -177.3 

2.5 3.5,.. 4.0 
入 (JJm)

図ー6 水のスペクトル吸収係数

b) スプレイの特性とふく射熱遮断実験

散水がスプレイ状態にあるとぎのふく射熱の遮断効

果を調べる試験装謹を図ー 7に示す。ふく射熱源には，

時間的に安定したエネルギーを供給できるものとして，

I ; Infrared heoter(ClHe) 2 ; Sprayed water 

3; Spray nozzle 4; Rodiome記ror spec-
trophotometer 5; PurTl) 6; Pressure gauge 
7; Flow meter 8;Water ten 
9; Col ledor of drops in the spray 
X, -Xs; Station of nozzle 

Io 
） 

8sa 

図ー 7 ノズル試験装置

Sprayed water 

by nozzle 

Equivalent 

bulk water 

。
0
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図ー 8 スプレイの相当水膜原さ

プロパン式赤外線バーナー（総熱量12,000kcal/h, 熱

放射面積1,200C面，温度約700℃)を使用した。スプレ

イノズ）レは，受熱面より熱源を見たとぎ三角鉛直平面

状に散水するフラット型と，四角錐状に散水する方型

を用い，これ等を 1~ 5個，直列下向きに取付けた。

ふく射熱の計測には，分光計とサーモパイル方式のふ

＜射計を併用した。

(403) 



48 

図ー8において，ふく射熱が散水域の中心を通り受

熱部の方向 xに向かっているとき，その通過線上にお

ける， ノズルより噴射された水滴の特性（降水鼠 qr,

降下速度 Vs, 水滴径等の， 1直ならびにその分布） を

-
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調査した。水滴降下速度は，スリット内を通過した水

滴をマルチストロボにより写真撮影し，水滴移動距離

と露出時間の関係より求められた。水滴径とその分布

は，幅 1cmのスリットの蓋を短時間開き，その間に通

過した水滴をシリコン油を塗った透明板上に採取し，

投影機で拡大，写真撮影し，粒径分布測定装置により

求められた。ふく射熱の通過線上における，スプレイ

散水域の長さをds・,水滴の平均降下速度を Vs, 平均

降水量を¢とし， dsをスプレイと同じ降水量，幅，

降下速度をもつ水流の相当水膜厚さ lw' に謹き換える

と，

l w1 = Ck •山／ Vs........................ (16) 

図ー 9, 10にフラット型と方型ノズルによる qrのx

方向の分布を示す。

フラット型はノズル直下に散水が隼中し，

く分布した。

表ー4に，両型式のノズルに対し，圧力が1.5,3. 0, 

5. 5 kq / c面のときの全流量，平均降水量，散水域長さ，

平均降下速度，（16)式より求めた相当水膜厚さを示す。

圧力が増加すると，フラット型ノズルの降下速度は増

加するが，方型の場合は殆ど増加しない。また散水域

長さぱ，両ノズルとも圧力に無関係で一定である。水

滴径は図ー11, 12に示すように，両ノズルとも0.2~

0.3mmに最頻度値を示し，最大約1mmであったが，圧

力との関係は明確でなかった。フラット型と方型スプ

レイのスペクトル透過度を図ー13,14に示す。図ー5

の水膜の場合に認められた完全吸収帯は存在せず，図

-15に示すように， i皮長が変化しても透過率はほぼ―-

定である。これは， ノズルによる散水は，水滴により

構成され，不連続なため，ふく射熱の一部が散乱，通

過したためと考えられる。

゜
10 20 

Xxxx 
X 
iOe。ei“
叫
30 X 1cm) 

図ー10 方型スプレイの降水駄分布

表ー4 ノズル特性値

Nozzle Pressure Total flow rate qr ds Vs l" 
kg/c112 1/min cmツcm2圃in cm cm/s cm 
1.5 10. 1 10.0 29 11. 4 0.042 

Flat 3.0 15.0 1 4. 2 29 12.9 0.053 
5.5 20. 7 23. 7 25 14.1 0.070 

Full 1. 5 11. 1 5. 7 61 9.8 0.059 
pyramid 3.0 13.3 6.6 63 10.4 〇.066

5.5 20.5 10.2 63 10.6 0.101 

(404) 
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図―11 フラット型スプレイの水滴径分布

50卜 50ば;kg/cm 」;？•It;g/cm 50 1 ;．唸g/cm

図一12 方型スプレイの水滴径分布

Ref. to Fig.7 
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図ー13 フラット型スプレイのスペクトル透過度
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図ー14 方型スプレイのスペクトル透過度
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図ー15 方型スプレイのスペクトル透過率
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図ー16

0.5 nて

ノズル重ね合わせ時の透過率

てi（但し i=1, 2,…… n) の透過率をもつ n個の
ノズルが直線上にあるとき，これ等の全ノズルによる

透過率ては，ノズル相互の干渉があるため，それぞれ

のノズルのてiの積の形IIてiで表すことはできない。

図ー16にノズルを直列に重ね合わせた場合の rとIIて1

との関係を示す。 nが大きくなるに従いては減少し，

ノズ）レ数の増加による効果は認められるが， IIて1より

順次離れ，効率が悪くなっていき，フラット型の場合，

(17)式で近似される。
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スプレイの吸収率

て＝0.62Ilてi十0.34 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (17) 

方型の場合は (18)式で示され，フラット型と同様の

傾向を示すが，数の増加による効率の低下はフラット

型より小さい。

て＝0.94Il'i + 0.11・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・ ・ (18) 
複数個のノズルの相当水膜厚さ Iw' とふく射熱の遮

断率 (1-r) の関係を図ー17に示す。図中の実線と点

線は，それぞれ (4)式で， a=2mm-1,6mm―1のときの

計算値を示す。フラソト型．方型のいずれも a=2~ 6 



mm-1の間にあり，圧力が高い程遮断率は高い。また

lw'が小さいときは a=6mm―1に近く， lw' が増加す

るに従い a=2mm―1に近づく傾向にある。これは，図

-16で説明したように，ノズル数の増加に伴い，遮断

率は増加するが，効率は悪くなっていくことを示して

いる。

(2)水膜で覆われた艇体材料の耐熱・伝熱実験

図ー 3の火災時の艇体伝熱モデルによる解析手法の

妥当性を実証するため実験結果31)の解析を実施した。

実艇の外板と同じ材料，板厚のFRP板を加熱炉側に

持つ模型箱と， FRP板に加熱，給水するための実験

装謹が図ー18のように配潰され，加熱されている鉛直

FRP板面上を流下する散水の量或は水膜厚さと， F

RP板の非加熱面側への伝熱量との関係を求めるため，

FRP板の非加熱側裏面温度と模型箱内部の空気温度
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図ー18 模型箱の加熱・給水実験装置
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が計測された。上部の水溜よりオーバーフローした水

は，模型箱の鉛直FRP板上を流れ，外部へ排出され

る。加熱炉の開口は900X900mmで， 火炎を厚さ約10

mmのカーボンランダムに当て，加熱し，これより発生

するふく射熱で325mm離れた位置にある試験片を加熱

する方式である。加熱面を除く模型箱の内面は断熱さ

れ，加熱されたFRP板裏面よりの貫流熱が，箱内に

溜まるよう配慮された。

実験では，まず加熱炉に着火し，炉内の温度が定常

になった後，模型箱を炉に挿入し，模型箱前面の水膜

で覆われたFRP板が約15分間加熱された。

水膜Iソ：さの叶測には水面接触型サーボ｝j式の屯気

抵抗式水膜計を用い，時間と共に不規則に変化する

水膜厚さの値をシグナルプロセッサーでデータ処理し

た29)。その値は，流量，計測高さに関係なく，ほぼ正

規分布を示した。上部の水溜よりオーバーフローした

水は下流にいくに従い速くなり， i皮立っため，水膜厚
さの時間平均値は減少するが変動は大きくなる。オー

バーフローした後の助走距離が約200mm以上の箇所の

水膜厚さは， （9), (10)式の計算値によく一致した。

単位長さ当たりの体積流量 qしが10£/min・m より少な

くなると，板の全外表面に一様な水膜を形成させるこ

とは困難であった。

火災温度がFRP材の引火温度（約400℃)以下の場

合，ゲルコート樹脂の燃焼により全加熱面より大量の

黒煙が発生したが， FRP板表面における燃焼炎は殆

ど認められなかった。 しかし炉内火災温度が約500

℃の場合，加熱6分後に板の全加熱面に炎が発生し，

板の温度は急上昇した。しかしいずれの場合もガラス

繊維は脱落せず，変形等の異常もあまり認められなか

った。

qしが10, 17.5£/min ・mで，板が加熱されていない

ときには，板の全外表面は一様な厚さの水膜で覆われ

ているが，板を火災炉に挿入すると直ちに水膜の切れ

目が生じ，その周辺より水の沸騰，蒸発が始まり，つ

いで板が発煙，燃焼し，板の表面は粗面になる。する

と水膜の切れ目は拡大し，蒸発は加速される。このよ

うに板の加熱側表面は薄い水膜を透過，又は切れ目よ

り直接到達したふく射熱エネルギーを受けるため，板

の表面温度は排水温度より高く，板の表面は流下水に

より冷却される。 m が25£/min ・ m以上の場合，板表

面の水膜は，板を炉に挿入しても切れず，ふく射熱工

ネルギーの大部分は水膜によって吸収され，板の表面

温度は排水温度より低く，板の発煙，燃焼は発生しな

(407) 
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図ー19 炉内温度

い。従って小型炉内にある鉛直FRP板の外表面を水

膜で切れ目なく冷却するための限界流量は約25£/min

・mであることが分かった。

実験時の炉内温度を図ー19に示す。 qiが26.7, 

38. 5£/min • m の両実験とも，炉内火災温度は常時

750℃に保持された。各流量における，模型箱内部の

空気と， FRP板の裏面の温度上昇値を図ー20, 21に

示す。但し，図ー18の各温度測定箇所における計測値

の有意差は認められなかったので，空気温度は 3点，

内表面温度は 9点の平均値が使用された。計算値は，

3 • 2 ・ 2のシミュレーション法により求めた。但し，

実験結果より，火災温度 Tr=750℃，水の吸収係数 a
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図ー21 模型箱の上昇温度 (Q1=38. 5) 

15 

=3/mm,水から板の外表面への熱伝達率 he=100 kcal 

/m2h℃，板の内表面から内部の空気への熱伝達率 h1

=O. 7kcal/m2h℃，板の熱伝導率心＝ 0.21 kcal/ m h 

℃，総括吸収率 <fi=0.18とした。

図ー18の加熱炉において，総括吸収率を，ふく射熱

源のふく射率，加熱板のふく射率，両者間の形態係数

の， 3つの積で近似すると， ¢与0.25で，実験結果よ

り求めた¢は計算値の約70％である。これは計算に際

して，炉の端部から逃げる熱や，炉内に発生する水蒸

気等の吸収ガスによる影響を無視したためで，本実験

結果より求めた¢の値は妥当である。

流量の異なる両結果とも，計算値は実験値によく一

致し，本シミュレーションは適切であると言える。

3.3.2 実艇による実験

実験に使用された耐火救命艇を図ー22と表ー 5に示

す。梃は，本体上部にキャノピーをもつ密閉型のFR

P製で，長さ 8m, 幅2.5m, 定員45人で， 30HPのエ

ンジンにより，満載，散水状態で6ノット以上の速力

を出すことができる。サイドベンチの下方は浮カタン

クで，梃内に浸水しても，沈没しないだけの予備浮力

を持っている。出入り口用のハッチはキャノピー両舷

に各 2個とタワー上部に 1個，舷窓はキャノピ一部と

タワ一部に金属性の盲蓋付きのものが取り付けられて

いる。内部に艇体を冷却するための散水装置，エンジ

ン給気用の高／—[空気容料を保持している。外板の原

さは艇1本部では 8mm,キャノピ一部で6mm（実測によ
る平均値6.5mm) である。

(408) 
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図ー22 f共試用救命梃

表ー 5 油面火災実験条件

For test "A"~ "D" For test "K" 

Lx Bx D (m) Bx 2.Bx 1.22 8X 2. 85x 1. 2 

Numbers of person 45 37 

Weight (Condition) (kg) 3,875 (Light) 6,210 (Full) 

Thickness Side of hull 8 8 

of plate(mm) Canopy 6 6 

Volume of inboard air (m3) 29.4 

Surface area exposed to fire (mり 45.8 
ll HP 30 22 

Et;igine RPM 2700 2200 

Air supply (Q/min) 2300 2000 

Nozzle 35中 x 3 (Center) 

Water 15~ X 12 (Sides) 

supply Hole of jet 5 X 75 6 X 96 

fo:r:boat Flow rate ”(m3 /h) 48 30 25 

゜
45.5 

Film thickness 3J (mm) .693 .531 .478 

゜
.671 

Quantity (Q_) 3280 3580 4380 2380 2070 

Fuel Thickness (mm) 24.3 26.5 32.4 17.6 11.2 

for fire Kind of test A 8 C D K 

Kind of fuel Kerosene Heavy oil (type B) 

Area of pool (mz) 150 {15x 10) 200 (13. 2 X 18) 

1) Engine was not set onboard in the test. 

2) Flow rate from jet hole under the deck was disregarded. 
3) Calculated value at the lower surface of canopy. 

(1) 散水実験

耐火救命梃の耐火・断熱性を保持させるには艇外表

面を一様な水膜で覆うことが最も効果的である。散水

が，走行，或は火災時に誘起される風で飛散するのを

防ぐため，供試艇の散水管，ノズルは艇体に近接して

設けられ，艇体に到達した散水は，上部から下部に剥

離することなくスムースに流下するよう配慮されてい

る。即ち，キャノピ一部と艇体中央部はキャノピーの

(409) 
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図ー23 救命艇外表面の水膜庫さ分布

中心線上に設けられた35'/>の傘型ノズル 3個で， タワ

一部は 5'/>X 75個の多孔管で，形状が複雑で水が剥離

しやすい艇体首尾部は15がの小ノズル12個により防護さ

れている。散水量が30m'／hのときの艇体外表面の水膜

厚さの分布を図ー23に示す。デッキ水平部では厚く，

舷側外板部では薄いが，その他の箇所の水膜厚さは

0.3~0.9mm の範囲内にあり， キャノピー側部下方で

0.4~0. 7mmであった。舷側外板は鉛直より艇体中心

側に傾斜しているため，その表面では，流下水は剥離

し，水膜は薄くなる。しかし，キャノピーから流下し，

舷側外板部で剥離した散水も，図ー 8のスプレー効果

によりふく射熱を吸収するので，舷側外板部の相当水

膜厚さは，実測値に，その前方のスプレイによる相当

水膜厚さを加えた値になり，その上方の剥離していな

い箇所の水膜厚さに近い値になるものと考えられる。

(2)油面火災実験

長さ15m, 幅10mの水槽中央に，軽荷吃水で艇が設

置され，散水量 (0~48ms/h) と，燃焼油量を変え，

表ー 5に示す 4種類の火災実験が実施された。表中の

水膜厚さは，キャノピー側部下方における計算値で，

そのレベルにおける艇の周辺長さと，流下水量より求

めた単位長さ当たりの流量qlを (9),(10)式に代入

(410) 

して算出した。テスト Dは，非散水時における火災か

らの伝熱状態と艇体の許容限界時間を調査するため実

施された。テスト K26)は，昭和43年に日本舶用機器開

発協会が8mのFRP製耐火救命艇に対して実施した

ものである。図ー24に試験時の艇の配置とふく射熱の

測定箇所を図ー25に火災，艇体の内外表面，艇内空

気等の温度測定箇所を示す。火災状況の把握のため，

艇の首尼と両舷に油面上の高さを変えて計10本の熱電

対と，水槽の四方に距離を変えて 6台のふく射計が設

置された。更に，試験中，艇内への給気量と艇内圧，

艇内ガス成分，熱電対による艇体内外表面温度と艇内

気温が測定された。また，片振幅 120度で往復回転す

るよう赤外線温度計が艇内にセットされ，前部キャノ

ピー内表面の温度分布が計測された。更に走査式赤外

線ふく射温度計（サーモ・グラフ）により艇体外表面

の温度分布が測定された。別に， 8個のセンサーを梃

の内表面に接着し，艇内温度と艇内への熱流束が計測

された。なお，データの大部分はデータロガーに接続

され，テープに記録された。 4回の試験のうちで燃焼

油量が最も多く， しかも艇の散水量を25m'/hに減少さ

せたテスト Cの試験結果の一例を図ー26~30に示す。

点火後，火災と煙は垂直に上昇し，艇は約 7分間火災
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図ー24 油面火災実験の配置
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図ー25 油面火災実験時の温度計測位謹

に包まれた。図ー26に，水槽中心より30m離れて設け

た平面型ふく射計と，遠距離にセットした狭視野型ふ

＜射計による計測値を示す。 30m離れた箇所で最高約

3, OOOkcal /m'hを記録した。同方向で距離の異なる R

SとRSL及びRWとRWLの値を比較すると，いずれ

も波形は相似で，ふく射強度はほぼ距離の 2乗に反比

例している。ふく射熱を，油燃焼面の等価直径と，燃

焼面中心から測定位置までの距離の比の 2乗で除すと，

約13,500kcal/m'hになる。これは実験室規模で求めら

れた値の1/2~1/3程度であり，水槽内部の艇とその散

水による影響を受けたためと考えられるが，本質的に

は火災規模の増大に伴う，空気の流入状態等の変化に

より火災の特性が変わったためであり，大型石油火災

の試験データとはかなりよく一致している。

(411) 
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図ー26 C実験時のふく射熱
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図ー27 C実験時の火災温度

図ー27に油面上の高さが620~2,62伽m（艇の最高部

であるタワー直上の高さ）の箇所の火災温度を示す。

最高約1,000℃を記録した。 2,620mmの高さにおける

温度の変動は大きく，温度降下までの時間も短い。こ

(412) 

れより舟廷の全体を常時火災で包むには．十分な広さの

燃焼面と油最が必要なことが分かる。テスト A, B, 

D, Kの火災継続時間は，テスト Cより若干短いが，

火災温度とふく射熱は同程度であった。火災の盛衰を
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図ー28 C実験時のキャノピー内表面温度の分布と経

時変化

マクロ的に把握するには， 10数箇所での火災温度デー

タより 2, 3の方向より求めたふく射熱のデータの方

が有効と考えられる。

図ー28に，回転式赤外線温度計によるキャノピー前

部内表面の同じレベル上の温度分布を示す。 H点に異

常高温が，窓の防護用裏蓋のE点に低温の箇所が認め

られるが，それ以外の箇所は， 7分後にいずれも約100

℃で同程度の温度を示している。図ー29に艇体内表面

温度の初期からの K昇値を示す。艇尾の 2箇所でやや

高温を示しているが，その他は，艇の基線からの高さ

等に関係なく，同程度の温度上昇値を示している。こ

れより艇内への伝熱を一次元的に考えた図ー 3の伝熱

モデルは妥当であるといえる。図ー30にテスト Cにお

ける，艇体取り付け金物等の艇内側の温度を示す。図

-29の艇体内表面と同程度であり，金属部でも，散水

で冷却されていれば高温にならないことを示している。

表ー6に火災実験結果の概要を示す。表ー 5の燃焼

油量と表ー 6の油火災試験のデータより，定常燃焼時

における油面降下速度を推定すると約3.3-4mm/min.

である。但し，平均火災温度が600℃以上のときを定

常燃焼状態と仮定し，着火より定常燃焼開始点迄と，

定常燃焼終了点より自然鎮火までの間における燃焼速

度は直線的に増加，または減少する、ものと仮定した。

大型石油火災の場合に比べ若干遅いが，これは艇の散

(413) 
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油面の火災実験結果

Period of fire, 7 mm 
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C実験時の艇体取り付け金物等の温度

ltind of test 

＾ 
B C D k 

““這袖orict-”mtaro C) 29.5 30.0 28.0 23.5 26 

Water t“”“畜tare ('t:) 35.0 箕）．o 35.0 23.5 24 

Direction ud velocity N～卿 E~ESE U～圏 E~ESE ENE 

of wind (■/5) 2.5～4.5 1.0~2.8 2.1~2.6 2.3~4.6 1.0 

Duration fully enveloped witl 2.5~7 0.5~6.5 0.5~7.5 0.5~4 1.5~6 

fire (After ipitioo) (■in) 

Fire 750~1100 440~1200 1000~1100 900~1100 950~1150 

Hui- Ri畠● ofioヽide 40~91 49~ 110 70~150 137~350 5~22 

tnpemtaro 墨urf●ceof boat 

tt) Rise of 8.5~13.5 12.5~19.5 25~36 14~2~ 6~10 

inboard air 

血 i-radiation (kcal/■1h) 1000~2000 1200~2500 lOOO~lOOO 1000~3000 

(Dr=JO●) 

水による影響によるものと考えられる。図ー24と同程

度の大きさの水槽と艇を用い，油面上の艇を 8分間火

災で完全に包むには，厚さ約40mmの灯油を心要とす

る。

3.4 シミュレーションと実験との比較

図ー31~39にキャノピー側部下方の内表面と艇内空

気の温度上昇の，実測値と 3.2.2のシミュレーション

による計算結果を示す。計算に際して，今回の実験と

著者等が別に行った模型艇の油火災実験の結果30) を

参考にし，火災温度 T£=800℃，総括吸収率1>=0.35, 

水膜のエネルギー吸収係数 a=3/mm, 水から板の外

表面への熱伝達率 he=lOOkcal/m'h℃，板の内表面か

(414) 
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図ー36 C実験時の梃内空気温度

ら内部の空気への熱伝達率 hi=3 kcal/m'h℃とした。

a, heは，小型ふく射炉による「水膜で覆われた艇体

材料の耐熱・伝熱実験」のシミュレーションに使用し

た値と同じであるが， h,は，艇内への給気による対流

の影響を考慮し，自然対流による滑らかな垂直平板の

定常熱伝達率と同程度にした。

艇体材料の熱伝導率心は，表面が焼損した場合も

含め，試験片により別に計測し，テスト Dの焼損した

場合は0.13kcal/mh℃，その他の場合は0.21kcal/m

h℃とした。図ー36に示すC実験時の艇内空気温度の

(415) 
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図ー38 D実験時の艇内空気温度
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図ー37 D実験時のキャノピー内表面温度

実験値は計算値より若干低いが，これは，実験時エン

ジン給気量が計画より多くなったためで，その他の場

合は，非散水時のテスト D, 日本舶用機器開発協会が

実施したテスト Kも含め，計算値は実験値によく一致

している。

図ー40にSOLAS条約の試験方法による火災条件に

相当する，火災時間 8分後における，本実験艇の梃体

内表面と艇内空気の温度上昇値のシミュレーション結

果を示す。温度上昇を防ぐには，艇体を増厚するより

も散水量を増加させる方が効果的であることが分かる。

初期温度30℃，板厚 5mmで，水膜厚さがテスト Cと同

じで0.5mmのとき，艇内空気温度 Taは約80℃，艇体

内表面温度 Ti は約100℃であり，この程度の温度で

は艇体の強度や乗員に影響を与えることはない。

実際の海面火災時の火災温度と総括吸収率¢は，水

槽試験時の値よりも大きくなると予想される。小型ふ

＜射炉の場合の¢の実験値は0.18であり，簡易計算に

よる値に近かった。しかし油火災は，廂炎ふく射で，

(416) 
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k実験時の救命梃の温度

油面上の炭酸ガス，一酸化炭素，水蒸気等による不薙

炎ガスふく射と，液体燃料から気化した成分が熱分解

され発生したスート微少粒子による固体ふく射との合

成されたものである。現状では，スート生成機構が明

確でなく，特に，今回のような大規模な油火災に対す

る実験例は見当たらない。従って， SOLAS条約の火
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災条件下で得られた Tfキ800℃,fJ=,: 0.35のデータし

かないため，実際の海面火災時におけるこれ等の値を

正確に予測することは困難である。最も厳しい火災条

件を考えると Tt=,: 1,000℃, ¢与0.7 になる。しかし，

大規模な海面火災では，酸素の供給不足により，煙が

発生し，火炎高さもある程度以上にはならないので，

Tf,¢ はこれより小さいものと考えられる。火災温度

Tfが800℃と1,000℃， 総括吸収率¢が0.35と0.5の

それぞれの場合のシミュレーションによる，散水量，

艇体板厚と， 8分後の艇体と艇内空気の温度上昇値の

関係を図ー41に，艇内への伝熱量との関係を図ー42に

示す。但し，艇の材料，寸法等は本実験梃と同じもの

を対象とした。初期温度30℃，板厚5mmで水膜厚さが

テスト Cと同じで0.5mmのとき， Tr=1,000℃, ¢ = 

0.5にすると， Ta与180℃,Ti=,: 220℃になり艇体と

乗員の許容限界を越える。従って，このような厳しい

火災条件のときには，散水量を増加し，テスト Aと同

程度の水膜厚さ 0.7mmにすると， Ta=,: 105℃,Ti与

140℃になり，許容限界内30)に入る。

3.5 本章のまとめ

本章に於いて得られた成果を要約すると次のとおり

である。

1)海面火災中にある散水防護式の救命艇の艇体及び

艇内への伝熱量を求めるため，海面火災によるふく

射熱の一部は艇体外表面の流下水膜により反射，吸

収，冷却され，残部が，艇体外表面に達し，艇体材

料と艇内空気の温度を上昇させると仮定し，数学モ

デルを作成し， SOLAS条約の試験法による火災条

件下でのシミュレーション Iと，実海面火災条件下
でのシミュレーション IIを構第した。

2)水のふく射熱遮断実験を実施し，水のスペクトル

吸収係数並びにスプレイの吸収率を求め，散水によ

るふく射熱の遮断効果を明らかにした。

3)小型炉により，水膜で覆われた梃1本材料の耐熱・

伝熱実験結果を検討し，散水量と水膜厚さの関係が

Brauerの実験式(10)で示されること，及び1) の

シミュレーションにおいて，水の吸収率 a=3/mm

として内表面と内部の空気温度を計算すると実験値

と良く一致することが分かった。

4)実艇の散水実験においては，外表面の水膜厚さの

分布より， シミュレーションに必要な水膜厚さを求

めた。

5) 8 mのFRP製耐火救命艇を15X10mの水槽に浮

かべ，散水量を変えて 4回の油面火災実験が実施さ

(418) 

れ，油の燃焼速度，火災温度，ふく射熱，艇体内表

面温度，艇内空気温度等が計測された。

6) 散水量の異なる 4回の実艇の油面火災実験と過去

の実火災実験例に対して，水の吸収率は小型炉の場

合と同じ a=3/mmとし，総括吸収率<f,=0.35と仮定

し， シミュレーションにより艇体内表面と艇内空気

の温度を計算し，実測値と比較し，良好な一致をみ

た。

7) 実際の海面火災時における，艇内への伝熱量と梃

体内表面及び艇内空気の温度上昇値をシミュレーシ

ョンにより求め， SOLAS条約で規定する小規模の

火災実験により，艇の耐熱性を評価することの不合

理性を指摘した。

8) 実艇の油面火災実験を実施することなく，散水試

験等の小規模な代替試験で技術パラメータを求め，

これらの値を用いてシミュレーションにより，実火

災時における救命艇の耐熱性能を評価できることを

示した。

散水防護式耐火救命艇の海面火災時における艇体及

び艇内への伝熱量と温度上昇値を求めるシミュレーシ

ョン計算法を構築し，実艇による 4回の油火災実験と

水によるふく射熱の遮断実験の結果より，これに入力

する定数等を求めるとともに， シミュレーションの妥

当性を確かめた。

本研究は艇体及び艇内への伝熱に主眼を置いたため，

艇体各所の焼損や温度計測結果の詳細については述べ

なかったが，文献31) にあるように，艇体の全外表面

が，—-様な厚さの水膜で覆われていれば，艇体貫通金

物部も含め，焼損を生じることはない。水槽の油火災

は実際の海面火災と同等でなく，火災時間も，実験の

制約上短くなりがちである。さらに，試験時の気象等

を考慮したとき再現性のあるデータは得難い。従って，

公害，経費の面からも，水槽での火災試験を止め，代

わりに艇体材料の温度伝導率と耐火性を求める艇体材

料の試験と，実艇の散水試験を実施し，これらの試験

により得られた技術パラメータを用いてシミュレーシ

ョンにより，艇体及び艇内の伝熱量を計算し，救命艇

の耐火・断熱性を評価する方法がより適切と考える。

3.6 救命艇の耐熱性能評価法

以上により，救命艇の耐熱性能を，実艇の油火災試

験の代替としてシミュレーションと簡易な試験で評価

する方法を確立した。その具体的手順を図ー43に示す。

海面火災規模での艇の耐熱性をシミュレーション法
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図ー43 救命艇の耐熱性能評価法

で求めるため，まず，初期条件と乗船者の許容環境条

件，水のエネルギー吸収係数 (a=3/mm)等の物性値，

海面火災温度 (Tr=1, 000℃)，総括吸収率 (<j=0.5),

火災突破時間 (8分）等の海面火災条件等を初期入力

しておき，シミュレーション実行時，艇の主要寸法，外

板厚さ，散水量，エンジン給気量等の試験艇の設計値

を入力する。

艇体材料の試験に於いては，小試験片で材料の発火

温度，自己消火性，材料の熱伝導率等を求める。また，

図ー18に相当する装置で模型箱の一面に外板のテスト

ピースを取り付け， この面をシミュレーションから得

られた裏面温度になるよう加熱し，外板の裏面温度と

箱内のガス濃度変化から板の温度伝導率と，単位面積，

単位時間当たりの有害ガス発生量を求める。求めたガ

ス発生速度と，実艇の伝熱面積，内部空気容積より実

火災条件下での艇内ガス濃度の上昇値を計算する。こ

れらの材料による試験で得られた技術パラメータは，

シミュレーションの実行或は艇内環境許容値の判定時

に使用される。

実艇の散水試験においては，散水量と水膜厚さを計
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測し，シミュレーションによる値と比較する。

シミュレーションの結果，艇体温度および艇内の環

境が技術的に許容されない状態にあるときは，設計値

を変更し，シミュレーションを続行する。

4.冷海水中におけるイマーション・スーツの耐寒性

能評価法

4. 1 性能評価の目的

寒冷水域を航海する船舶の乗船者は，衝突等の海難

や漁船作業中の海中転落により，ハイポサーミアで人

命を喪失する可能性がある。ハイポサーミア50)とは，

人体の直腸温度が35℃以下になり，通常の人体の機能

が損なわれる状態をいう。人体は，船舶の遭難や海中

転落等により寒冷な環境下にさらされた場合，代謝熱

の増加，ふるえの発生等により産熱を増加させ，皮膚

血流の減少による皮膚表面温度の降下により放熱を減

少させ，体温を一定に保とうとするが，これらの能力

を越えると熱バランスがくずれ，体温は降下せざるを

得ない。体温の降下が2℃以内のとき，産熱に必要な

生理的作用として手足等にふるえが発生する。体温が

これより下がると激しいふるえに加え，手足等の末梢

部皮膚温が大幅に降下し，部位惑覚，意識，記憶等が

喪失し，心拍や呼吸が早くなる。更に，体温が下がり

30~33℃になると，心拍数は遅く，不規則になり，手

足等の筋肉の硬直があらわれ，ふるえはとまる。体温

が30℃以下になると反射作用も失われ，瞳孔は拡大し，

心拍も惑知できなくなる。適当なアフターケアがされ

なければ，体温が24~28℃になると死亡するといわれ

ている。局部的な障害として，凍結による寒冷傷害

（凍傷）と凍結によらない寒冷傷害（凍楕）がある。

前者は手足や顔の皮膚が凍結により白く，硬直した場

合をいい，後者は前者ほど低温でなくても長時間寒さ

にさらされ，足等が熱を持ち，軽いむくみが生じた場

合で，一種のしもやけの状態をいう。

冷水中での人体からの放熱の重要性は既に19世紀末

に指摘されていたにもかかわらず，第二次世界大戦前

における水中での死亡は，全て溺死と見なされていた。

即ち， 0℃に近い水中で1,505人の命を奪ったタイタ

ニック号の場合が，その一例である。 1963年 Medeira

沖の17~18℃の平穏海面で起きた， Lakonia号の海難

事故は，ハイポサーミアによる死亡の典型であり，遭

難 3時間後に救助船は現場に到着したにもかかわらず，

ライフベルトを付け水中に浮かんでいた200人中113人

が死亡した。 Molner51)は， 1942-1945年の米国海軍

(419) 
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4.3.2櫨

4.5評＿＿価-と

紀号説明
→研究のフロー
算用散字

本文の見出し紀号

図ー44 イマーション・スーツの耐寒性能評価法確立

のための研究手順

の船舶遭難資料， Alexander52)の罪人によるデータ，

Spealman53)の志願者によるデータを用い，水温と人

体の水中生存時間の関係を調査検討した。

これらの研究結果によると，通常の衣服を着衣した

人体の， 0~5℃の冷水中での 100％生存時間は， 15

~30分程度であり，たとえ救命胴衣等を装着していて

も，救命が間に合わないことが多い。このため， SO

LAS条約でイマーション・スーツ（以下スーツともい

う）の船舶積付けが義務付けられ，被験者により， 0 

℃の冷水中で6時間のスーツの耐寒性試験を実施する

よう決められた。しかし，この種の試験を安易に実施

するのは危険で，道義的にも問題があり，また被験者

個々の耐寒特性の違いを考慮したとき， SOLAS条約

の試験法は適切であるとは云いがたい。

従ってイマーション・スーツの耐寒性能を，被験者

の代わりにダミー等を用いて評価する方法を確立する

ため，図ー44の手順に従い研究を実施した。

まず，寒冷水域からの脱出事例や条約等の諸規則を

調査し，イマーンョン・スーツの耐寒性能の要件を検

討した。次に，その性能を評価するためサーマル・マ

ネキンを開発し，それによる実験・計測方法を確立し

た。最後に21人の被験者に12種類のスーツを装着し，

被験者の冷水中許容時間を求める『被験者による実験』

と，同じスーツをサーマル・マネキン（以下マネキン

ともいう）に装着し，スーツの各部位と全体の熱抵抗を

求める『マネキンによる実験』を実施し，マネキンに

より求めたスーツの熱抵抗を被験者の冷水中での許容

時間に対応させることにより，今後，被験者による試

験を実施せず，マネキンによる試験のみで，冷水中の

スーツの耐寒性能を評価できることを示した。

4.2 サーマル・マネキンの開発

サーマル・マネキンは，被服の熱抵抗を人体に装着

(420) 

22 ~ 16 

I ~ IX No. of part 
1 ~ 26 No. of senser 

図ー45 全身マネキン

することなく物理的に求めるため， Winslow54)等によ

り開発された。被服の熱抵抗は，着衣状態と裸体状態

とのそれぞれの場合につき皮膚表面の熱流束，温度，

及び外界の環境温度を測定し熱抵抗値を算出し，着衣

状態の熱抵抗より裸体状態の熱抵抗を控除することに

より求められる55)。しかし，これを被験者で測定する

には，設備等に多くの経費を要し，また，皮膚表面の

熱流束及び温度は外部の環境条件により変化し，更に

同じ人体の部位であっても局所的に異なるため，信頼

すべぎ被服の熱抵抗値を得難い。

そのため，現在市販されている被服工学用のサーマ

ル・マネキンを改良し，イマーション・スーツの保温

性試験に使用した。マネキンは，表面を黒色焼付塗装

されたアルミ製で，熱的に 9部位に分割され，各部位

毎にヒーター，マイクロファン，サーモスタット等を

備え，その内部温度或は発熱量を任意に制御できる。

従って各部位毎に，任意の温度または発熱条件下にお

き，スーツの熱抵抗を求めることができる。

実験用に試作した成人男子用のマネキンを図ー45と

表ー 7に示す。マネキンは水密構造にし，その水中に

おける浮遊姿勢は，人体と同じになるよう，約30度の

前屈状態にした。スーツの保温性を評価する場合，マ

ネキン各部位の発熱，伝熱特性を調査しておく必要が

ある。また，マネキンの表面温度と熱流束の値は，同

じ部位であっても，その水没程度やスーツ内浸水の有

無等により異なる。従って，実験前に赤外線放射温度

計によりマネキン全外表面の温度分布の一様性を調査

するとともに，実験中，各部位の少なくとも 2箇所に



表ー7 サーマル・マネキン

全身マネキン 手・足マネキン

材料等 アルミニウム合金製、表面黒色焼付塗装 同 左
形 状 成人男子、 3 0度前屈浮遊姿勢 成人男子

発熱方式 シースヒーターとファンによる内部温風術環式 シースヒーター埋込式
熱制御 各部位毎に、内部定温度、定発熱量のいずれの方式も可 同 左
熱的区分 頭部 1鰤部 1臀部 1 上肢部 1 大腿部 1下腿部 I =t 手先 1 手背 1 計 足先 1 足背 I it 
面積 (11り .163.376.280.170X2.125X2.14X2 1.689 .0272.0143.0415 .0137.0473.0610 
寸 法 身長 1700、騎囲 970、嗣囲り 740、腰囲り 910
体積等 65 d●3 （重量 40kg) 

貼付した熱流センサーにより，その箇所の熱流束を計

測し，各部位毎の供給電力量より求めた発熱駄の値と

比較，検討した。熱流センサーは，長さ30mm，幅12mm,

厚さ 0.6mmのシート状で，銅ーコンスタンタン熱電対

とサーモパイルにより，センサー表裏面の温度を検出

することにより，熱流束を計測する形式である。なお，

全身マネキンの各部位は， ヒーター等を内蔵している

ため熱的に小さく分割することができない。そのため

スーツの末梢部位の保温性は，別途試作したシースヒ

ーター埋込式の，図ー46に示す 3分割式の手・足マネ

キンを用いて計測した。

4.3 イマーション・スーツの耐寒実験

試験に使用したイマーション・スーツを表ー 8に示

す。本研究の目的は，スーツの耐寒性能評価法を求め

(••) 手 部 足 部

1 -28 No. of senser 

戸 172426m

3こ | 1 
lgこの

乏玉定〕

4年 ~1•22 

和ミぅ
図ー46 手・足マネキン

表ー 8 試験用イマーション・スーツ

試験品 インナー、アウターの 本体との分離方式と材料 膨脹気室 全重量
別と主要保温材 フード 手 袋 (kg) 

I 一体 合成ゴム 分離不可 分離不可 浮 袋 4.3 
合成ゴム 合成ゴム （浮力補助用）

H 一体 スポンジ 分離不可 分離不可 な し 5.2 
R 一体 発泡材 分離不可 別 途 な ． し 2.4 
Al アウター 分離不可 分離不可 繭部片側 6.9 
インナー合成綿 発泡材等 発泡材等 （自動反転用）

A2 一体 合成綿 同 上 同 上 背、後頭部 6.3 
（浮力補助用）

B3 一体（上半身）気室 同 上 同 上 上半身 6.2 
（下半身）合成ゴム

B4 一体 合成綿 分離不可 本体と別 浮 袋 4.3 
綿布等 合成ゴム （浮力補助用）

B5 アウター 本体と分離 本体と分離 な し 3. 7 
インナー合成綿 発泡材 発泡材

B6 アウター 同 上 本体と分離 浮 袋 5.2 
インナー合成綿 合成ゴム （浮力補助用〕

B7 一体 発泡材 分離不可 同 上 同 上 4.7 
発泡材

B8 アウター 本体と分離 本体と分離 な し 4.7 
インナー合成綿 発泡材 合成ゴム

B9 一体 合成綿 分離不可 同 上 浮 袋 4 7 
綿布等 （浮力補助用）

注） 全ての試験品は、上半身から下半身、靴まで分離不能のワンピース式で浮体、
保温材を内蔵し、表地、継目部等は防水加工されている。

65 

(421) 
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表ー 9 標準実験条件

A 型 相 当 品 B 型 相 当 品
仕様 材 料 重量(g 仕様 材 料 重量(g)

ズボン 作稟用 ポリエステル 65S 380 逼動用 裏表地地 ポリエステル 100,
綿 35̀ ポリエステル 509 340 

標 綿 509 
上着 作稟用 同 上 4 7 0 運動用 同 上 450 
準 パンツ ショート 綿 100 
シャツ 長袖 綿 180 注1)A型とは SOLAS条約の高保温型、昭れとは

衣 ズボン下 ロング 綿 180 主として漁船に使用される作業型を
靴下 厚手 アクリルナイロン 70 指す。
類 手袋 厚手 ポリエステル 45 注2)B型の標準衣類等は、ズボン、上着を除

綿、レーヨン き、A型と同じである。
薄手 綿 23 

躙 水温、気温 0 ℃ 5 ℃ 
気流速度 0. 5 ~ 1. 0 •Is 
境 水流速度 0. 1 -―ー・ 0. 2 ●/s 

被 験 者 サーマル・マネキン
姿 勢 標準衣顆と試験品装着時の静水中安定浮 気中実験 I水平上向吊下げ状態

遊姿勢 水中実験 l 同 左
A型は360分、B型は90分、但し、次のいずれ
かの時には中断

試験時間等 i)直騒温が2℃以上低下した時
ii)手、足等の皮膚表面温度が10℃以下
になった時
iii)その他、被験者に異状のある時

ることにあり，スーツの性能向上を目的としたもので

はない。しかし評価法を検討するための試験用スーツ

の耐寒性は，なるべく所定の性能に近いものが望まし

い。試験品は，いずれも，救命胴衣に相当する浮力材

と，放熱を防止するための保温材を内蔵し，更に，内

部への浸水を防ぐため上半身から下半身，靴まで分離

不能のワンピース式で，表地，継目部，チャック部等

は防水加工されている。 I,H, R型は外国製品， Al,

A2, B3~89型は国産品で， A型はSOLAS条約の高

保温型， B型は主として漁船での作業時に使用される

常時着用型で‘，いずれも開発途上にある試作品である。

A 1, B 5, B 6, B 8は運動性，洗濯，修理面を考慮し，

インナーとアウタースーツに分けられており，インナ

一部により保温性と浮力性を，アウタ一部により耐水，

耐麿耗，耐候性をもたせている。フード，手袋は，本

体に接着されて--f本となったタイプと取り外し可能な
分離タイプがある。後者の首，手首部には二重布，締

付マジックファスナー等が設けられ，浸水を防ぐ構造

になっている。なお， R型のみ非耐水型で，作業性は

良いが，水は内部へ自由に出入りする。

スーツの保温性を評価する場合，被験者とマネキン

による実験条件をできるだけ—希致させておくのが望ま

しい。そのため表ー9に示すように， スーツの下に着

(422) 

マネキン表面からの放熱量を常時lOOkcal/•叶
に制御し、熱的平衡状態に達するまで

用する衣類，気温，水温等の環境条件，水中での静止

浮遊姿勢等を同じ状態にした。スーツの保温性の評価

には，その下に着用する衣類も含めたので， これを統

ーした。 A型の衣類は大型船舶の乗組員が着用してい

る作業衣を想定し， B型は漁船乗組員が多く使用する

トレーニングウエアとした。気温，水温は， A型では

0 ℃ ,B型では 5 ℃を標準とし，気流0.5~1.0m/s

の室内に水槽を設置し，内部の水を O.I~0.2m/s で

循環した。被験者の試験時間は，事故発生より救出さ

れるまでの時間を考慮して， A型は 6時間， B型は 1

時間30分とした。但し，直腸温が初期より 2℃以上降

下した時，或は，皮膚表面の温度が10℃以下になった

時には，試験は中断された。

4.3. 1 サーマル・マネキンによる実験

マネキンによる水中での保温性実験は，各部位の外

表面からの放熱量を 100kcal/m2h（低温下で安静状態

の被験者の代謝熱に相当）に制御し，マネキン及びス

ーツが水中で熱的平衡状態に達するまで実施された。

なお，スーツの碁本的保温性能を求めるため，マネキ

ンを気中で水平上向きに吊下げた状態での保温性実験

も実施した。

実験，計測装讃の概要を図ー47に示す。実験室は，

水槽を設置した低温室と，マネキンの内部と表面の温
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図ー47 実験・計測装謹

度，及び発熱量等を制御・計測・表示する制御・計測

室よりなる。

水中実験では，標準衣類とイマーション・スーツを

装着したサーマル・マネキンを低温室内に設けられた

1, 830X920X 920mmの実験水槽内に入れ，イマーショ

ン・スーツを着用した被験者の水中安定浮遊姿勢に相

当する深さまで浸漬する。環境条件，即ち，空気と水

の温度および流速は，低温室の温度制御装置，水中投

込式クーラー，攪はんポンプと配管により，試験中―-

定になるよう調節した。低温室に隣接した制御・計測

室には，マネキン制御装置，計測用データロガー，デ

ータ処理装置等を潰き，マネキン各部位毎に発熱量，

温度等の制御と計測を連続的に行った。試験中，気温

4点，水温 2点，気流速度，水流速度，マネキン各部

位の発熱量 9点，マネキン各部位の内部温度 9点，マ

ネキン表面の温度と熱流束各26点，イマーション・ス

ーツの外表面温度 3点を磁気テープに記録した。

マネキンによる，スーツの部位 iの熱抵抗 Ri(m2h 

℃/kcal)及びスーツ全体の平均熱抵抗Rは，（19),(20) 

式より求まる。

R;=(Ts,;-Tり／（Q;/S;)............... (19) 
N N 

R ＝L {Si ・(Ts,i-Tw)｝／エ {S;・(Ts, i-Tw)/ 
i -二I isこ]

Ri } ....... ・..... ・ ・ (20) 

ただしTs,i ：マネキンの部位 iの表面温度（℃)

Tw ：外部の流体温度（℃）

Q1 ：マネキンの部位 iの発熱量(kcal/h)

Si ：マネキンの部位 iの表面積(mり

マネキンの全表面積を S, 全発熱量をQ, 全外表面

の平均温度をTsとすると，（21),(22) 式がなりたつ。
N 

Ts＝L (Ts,i ・Si /S) ............... (21) 
i~] 

R= (Ts-T叫／（Q/S)............... (22) 

ただし本実験条件では， N=9, Q/S=Qi/Si= 

100 kcal/m2h 

スーツを着用したマネキンの保温性は，水没の程度，

水流の有無，スーツ内部への浸水量により影響を受け

る。

図ー48に， I型のスーツを着用した全身マネキンが

表ー 9の， a) 気中（図ー48の△印）， b)水中（同0

印）での標準実験条件にある場合， C) bより頭部を

除き，全身を水中に全没させた場合（同●印）， d) b 

より水の循環をやめた場合（同x印），における各部位
と平均の熱抵抗を示す。手部，足部の熱抵抗は手・足

マネキンによる値である。各部位における aとbの熱

抵抗の差は頭部を除きほぼ等しい。 aとbの熱抵抗の

違いは，スーツ外表面と外部流体 (aでは空気， bで

は水）との熱伝達抵抗の違いによるもので，全抵抗よ

り熱伝達抵抗を控除した，マネキン外表面からスーツ

外表面までの両者の熱抵抗は—•致している。 c の場合

は， bより気中露出部が少ないため熱抵抗は減少し，

dの水流をなくした場合は，外部流体との熱伝達抵抗

の増加により aよりも増加する。

図ー49にB型のスーツを着用した場合における標準

(423) 


